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Methods of Lifetime Estimation from Field Failure Data  
with Information on Discarding 
 
Li Zhenzhen 
 
Abstract 
 
In this thesis, the lifetime of products of which calendar time and usage time are different such 
as vehicles and copying machines is estimated by using the field failure data of products. 
Generally, only failure information of a product is gathered during a warranty period. 
Meanwhile, information about a normal product without failure (censoring information) cannot 
be obtained. In addition, about 60% of the registration for passenger vehicles is discarded before 
vehicles have been used for 10 years even though a warranty period is getting to be longer like 
10 years or 160,000 km warranty. Therefore, information about discarded products is important 
for analyzing lifetime estimation.  
This thesis presents two analysis methods for lifetime estimation when products may be 
discarded even before they have failed;  
1. the method using a product discarding probability p if a component fails as well as a 
discarding time distribution when failure data, discarded product information and censoring 
information are provided, and 
2. the method using only failure data and discarded product information when censoring 
information is not provided. 
As a result, the analysis methods of this study are expected to be applied to the estimation of 
lifetime distribution in order to evaluate the field performance of a new product.  
  
 
廃棄率を考慮した 
市場信頼性寿命データの解析法 
 
李 楨楨 
 
概要 
 
自動車やその構成部品などを製造するメーカーにとって、市場における製品の寿命特
性を把握することは極めて重要である。そのためには、製品の保証期間内に故障が発生
した際のユーザの修理依頼によって、容易に得られる故障データを収集し、これらを解
析することが有用である。また、保証期間の延長が進む中、長期間にわたる故障情報か
ら廃棄が生じうる製品の信頼性特性値を推定しようとすると、既存の推定法では偏った
推定結果となる。なぜなら、本来ならば廃棄を考慮した市場での残存台数で故障確率を
求めなければならないところを、廃棄を考慮せず故障確率を求める故に、故障確率を実
際より小さめに推定してしまう。 
本研究では、自動車のように廃棄が生じうる製品に対して、寿命分布のパラメータ
をより正しく推定するために、保証期間中に得たデータを活用した廃棄分布を用いたモ
デルを構築し、廃車を考慮した寿命分布の推定法を提案している。ここでは、２つのモ
デルを例にとり、検討を行っている。 
モデル１は、保証期間中に得られる市場信頼性データとして、故障データ並びに、追
跡調査などで廃棄と打ち切り情報が得られる場合を想定する。また、モデル１は故障の
  
寿命分布が特定できない場合を想定し、ノンパラメトリック推定方法を利用する。この
モデルでは、廃車分布と着目する故障モードで故障が発生したときの故障時廃棄確率を
用いたモデルを構築し、廃棄を考慮した寿命分布の推定法を提案し、その特性を評価し
ている。 
モデル２では、故障データ並びに廃車情報のみが得られる場合の寿命推定を考える。
このモデルでは、故障の寿命分布型並びに廃棄と打ち切り情報の分布型を既知とし、故
障の寿命分布をワイブル分布と仮定する。従来研究として、Alam and Suzuki (2009) は、
製品の使用分布の分布型が既知という条件の下での故障データのみを用いた寿命推定
法を提案し、これによって製品の寿命特性を推定し得ることを示した。この推定法に基
づき、自動車のように廃棄が生じうる製品に対しても、寿命分布のパラメータを正確に
推定するために、廃車分布と故障分布を用いたモデルを構築し、従来の故障分布と使用
分布に廃車分布を加えた寿命分布の推定法を提案している。 
本稿は５つの章により構成されており，第１章では寿命分布の推定に用いられる保証
期間中のデータの特徴，および廃棄情報を考慮する必要性の説明を行った後に，本稿の
目的，構成について述べている。 
保証期間が長く、この間に廃棄が生じうる製品に対して、第２章では故障データ並び
に廃棄と打ち切りに関する情報がある場合と故障データ並びに廃棄情報のみの場合に
分けて、二つの推定法を説明している。廃棄と打ち切り情報がある場合では、廃棄分布
と着目した故障モードの故障時廃棄確率を用いたモデルを構築し、ノンパラメトリック
推定法を提案した。故障データ並びに廃棄情報のみの場合は、故障と廃棄は独立と仮定
し、パラメトリック推定を行う方法を提案している。 
第３章では、第２章で提案した故障データ並びに廃棄と打ち切り情報がある場合の推
定法をベースに、シミュレーションを通じて推定値の性能を示した。故障時廃棄確率は、
着目した故障モードで故障が発生するときに、システム全体を廃棄する確率であり、稼
  
働経過時間によって変化しうる。この故障時廃棄確率について、データを集めることは
容易とは言えない。そこで、故障時廃棄確率が既知または未知の場合に、寿命の推定量
にどのような影響を与えるのかを検討している。 
第４章では、第２章で説明した故障データ並びに廃棄情報のみの推定法を用いて、故
障分布、廃棄分布と打ち切り分布の三つの分布ともワイブル分布、廃棄分布を既知とし
たとき、ワイブル故障確率変数の最尤推定について検討し、シミュレーション実験を通
じて推定量の性能を示した。また、従来研究 Alam and Suzuki (2009)の廃棄率を考慮
しない場合との比較も行っている。 
 最後に第５章にて本稿全体のまとめを述べている。保証期間中のデータは市場におけ
る貴重な故障データであり容易に得られる。そのデータに本研究で提案した廃車分布を
加えたモデルを用いることで、廃棄が生じている製品に対する有効性のある寿命評価が
可能となることを最後にまとめている。 
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第１章  
緒言 
1.1 背景 
1.1.1 市場信頼性寿命データ 
技術の急激な進歩と、それらを最先端製品に適用することに伴い、信頼性問題が現
在多発している。また、BRICs台頭によるコスト競争の激化、市場のグローバル化によ
る製品の使われ方の多様化・複雑化、価値観の多様化による商品ライフサイクルの短縮
など、モノづくりを取り巻く経営環境は一段と厳しくなっており、信頼性へのニーズは
さらに高まっている。 
信頼性は、品質の重要な側面の一つである。顧客に「この製品は信頼性が高い」と認
識させることは、「故障がなく必要な時に使用できる」ことを実現することと言いかえ
ることができる。より正確には、信頼性は、『アイテムが所定の条件の下で、所定の期
間、要求機能を遂行できる能力（JIS S 8115）』である。  
製品の故障を引き起こす、または故障の発生に影響する因子には多くのものがある。
例えば、設計、材料、製造、品質、出荷、実使用時間、暦時間、動作環境等である。ま
た、多くの因子が影響しているため、個々の製品の寿命は予測が難しい。 
故障確率の推定と予測を扱う信頼性解析には質的解析と量的解析の両者がある。質
的解析の場合、製品やシステムの寿命に影響する故障モードとそこに至る物理・化学的
現象の究明が重要である。すなわち、ストレス‐故障メカニズム‐故障モードの解明が
鍵を握る。量的解析の場合、数学的モデルと併せて実際の信頼性データを用いて、製品
並びにシステムの信頼性寿命特性の定量的な把握とその予測が行われる。従来品との比
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較・ロットの差・市場の差などを検討し、設計変更などのアクションを取ることが目的
である。 
量的解析に使用する信頼性データは、実験により得られる信頼性試験データと、市場
における製品の故障と未故障のデータの両者からなる市場信頼性寿命データの 2つに
大きく分類される。 
信頼性試験データは、開発した製品が市場で実際に使用される前に、実験室内にて耐
久試験や加速試験などを行い、意図的に故障を発生させることによって得られる。特徴
としてはすべての故障データを得ることが可能であるが、実験室を実際の環境に類似さ
せること、もしくは加速された環境を設定することが難しい。データ解析の立場からは
個々のデータの素性が明確である試験室データが望ましいが、対象となる製品・システ
ムの信頼性が向上することによって、十分な故障データが得られるだけの試験規模を構
築できない場合がある。一方で、新商品の上市までに、試験を完了できないこともある。
これらは「数と時間」の壁として知られている問題である。出荷前に試験室で信頼性特
性を十分に検証できない場合には、試験室実験を継続しながら市場データを実時間でモ
ニターすることが大切である。 
これに対し市場信頼性寿命データは実験室環境と対照的に、市場における実使用環境
条件下で得られるものである。Lawless and Kalbfleisch (1992)に示されているように、
製造された製品の最終的なテストは、期待された機能・性能を如何に市場で果たしてい
るかであり、実験室データと比較して、市場データは、寿命分布に関するもっとも信頼
できる情報を提供していると言える。Rai and Singh（2003）は、市場データの実際の
使用歴と組み合せた環境条件を取得して実験室でシミュレーションすることの困難さ
を述べている。以上のように市場信頼性寿命データは、実使用環境条件下で得られる製
品の故障データであるため、信頼性試験で抽出できなかった重要な故障モードをそれに
よって発見することが可能である。 
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自動車や電化製品を製造する企業にとって、自社製品の市場における製品の寿命特性
を市場信頼性寿命データにより把握することは極めて重要である。実際に製品がユーザ
によって使用される段階においては、その製品の目標としていた品質・信頼性が実現さ
れているか、あるいは重大な品質上の問題が生じていないかを確認することができる。
また、その結果を将来の新規製品の開発や製造へのフィードバックとして、さらなる品
質の向上や重大な故障の未然防止につなげることもできる。しかし、実際にはいったん
販売された製品の性能を追跡することは困難かつ高額なコストがかかるため、メーカー
は、製品の信頼性を向上させる方法として、市場信頼性寿命データの収集と解析の重要
性を認識する必要がある。 
一般に得られる市場信頼性寿命データは製品・システムの保証期間内の故障データで
ある一方で、故障に対するアフターサービス体制が確立されている場合や重大な事故に
つながるような故障モードの場合には、ユーザからの修理依頼やクレームなどにより保
証期間外でも長期にわたるデータが得られる。 
 
1.1.2 保証期間中のデータ 
保証規定は製品の販売に関連する声明で、故障時にメーカーが提供する補償の種類
（例えば、無償修理/交換、一部の払い戻しなど）と程度（保証期間の長さ）などを規
定するものである。 1）競合他社と比較する際、よい品質や信頼性を潜在顧客に印象づ
ける、2)アフターサービスを実施することで、より良い顧客満足が得られる、という点
で市場占有率の向上が期待される。ただし、このサービスを提供する費用は、保証費用
(warranty cost)と呼ばれ、一般的に高額になる。例えば、アメリカの某メーカーは保
証サービス(warranty service)に年間 250億ドル（売上高の約 2％）を費やしている。
すなわち、事前に保証費用の推定値や知識を取得することは、保証規定を決定するため
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に非常に重要である。言いかえれば、保証制度における費用関連要素の推定とその管理
を精緻に行うことが必要となる(Murthy and Blischke, 2000)。  
具体的には、自動車、家電、コンピューターなどの多くの耐久消費財には、製品の品
質と信頼性を保証するためのメーカー保証がなされている。現在では、市場においてま
すます重要な役割を果たしている。特に、グローバルな競争のためには、より長い保証
期間など、顧客にとって魅力的な保証条件を提供することが要求される。その結果、顧
客からの保証請求データは製品の市場寿命特性に関し、より適切な情報を提供するもの
となる。このように、保証データの収集と分析は、従来以上にメーカーにとって重要な
ものとなっている。 
同じ種類の製品・システムにおいても、メーカーごとに異なる保証案が提供されてい
る。特に、最近では保証期間がより長くなっている(表 1.1を参照)。また、企業が保証
サービスのために支払った高額な費用がますます増加している。 
 
表 1.1 自動車メーカーによる保証期間（北米） 
メーカー名 基本保証 エンジン(V)保証 
フォード、GM 3 年/ 6万キロ 3 年/ 6万キロ 
トヨタ、 日産 3 年/ 6万キロ 5 年/ 10万キロ 
現代 (1999～) 5 年/ 10万キロ 10 年/ 16万キロ 
三菱(2004～) 5 年/ 10万キロ 10 年/ 16万キロ 
出典元: http://www.warrantyweek.com 
 
保証請求データは稼働期間中の製品の環境条件や使用状況の影響を受ける。しかも、
保証データベースは故障発生時のユーザの修理依頼情報により追加のコストを必要と
せずに自動的に生成、更新される。例えば自動車の場合、故障した製品の販売月、故障
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発生月、故障までの走行距離、故障モード等の情報が得られる。つまり、メーカーは自
社製品の動作信頼性の実態を把握するために、この保証データベースから寿命データを
分析することの重要性を認識し、更にはよりよい顧客満足を得るために保証データベー
スを保有しているといえる。Petkova et al. (1999)は、そのような情報が十分に分析
され、周知されることは新製品の既存問題の再発を減らすだけでなく、リコール、修理、
補償、及び負債の費用も減少させることを報告している。 
以上のように、保証データベースに蓄積された保証データは市場における貴重な故障
データであり、かつ容易に得られ、企業にとって製品の市場での信頼性を調査するため
の有益な情報源である。しかし、収集されるのは一般に故障情報のみである。自動車の
場合、製品の使用開始からの経過暦時間と実際に使用された実稼動時間（車では走行距
離）が異なるため、正常である製品の実使用時間は入手することができない。一般には、
頻度高く使われた製品ほど故障する傾向が強く、例えば故障した製品のみの使用分布を、
単純に製品全体の使用分布とみなして寿命推定を行うと誤った結果が導かれてしまう。
保証データを利用して寿命推定を行うときには、この問題点を考慮する必要がある。 
 
1.1.3 廃棄情報考慮の必要性 
従来提案されている保証データを使用した様々な方法においては、「無届け」は“故
障なしにサービスを継続”していることを意味するという暗黙的な仮定がなされている。
この仮定のもとでは、故障する前に製品が廃棄される可能性は考慮されていない。保証
期間が短い場合、この仮定は妥当と考えられる。ところが、前述のように、メーカーは
保証期間を延長する傾向にある。例えば、現代自動車は米国においては 10年または 16
万キロの走行距離を保証している。また、多くの電気製品の保証期間も 5年に延長され
ている。このような状況下、市場故障データを分析するにあたり、廃棄された製品に関
する情報が考慮されなければならない。 
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     図 1.1 1985年から 1988年までの乗用車の累積廃車率曲線 
（藤崎(2005)      の付表 1乗用車系全体廃車率実績の表を基に著者が加工・作図） 
 
図 1.1は 1985年から 1988年までの乗用車の調査結果から作成した累積廃車率曲線で
あり、日本では登録して 10年後に約 57％の車、15年後には約 90％の車が廃棄される。
すなわち、故障した場合だけではなく、未故障でも陳腐化などにより廃車されることが
明らかである。本来であれば、市場での残存台数を基に寿命特性を求めなければならな
いが、廃棄を考慮せずに寿命特性を推定する場合、実際よりも長めに寿命を推定してし
まう。具体的に、ある時点の故障率を求めるとき、分母を販売台数から廃車台数を除い
た市場での残存台数で計算すべきところ、分母を販売台数のままで計算した場合、分母
が実際より大きくなるゆえ故障率を小さく推定する。即ち、寿命を長めに推定してしま
う。たとえば、表 1.2は故障分布をワイブル分布と仮定して、廃車率を考慮せずに寿命
特性を推定した結果である。 使用期間が 10年、廃車率が 57％の場合を仮定している。
このとき、 ワイブル分布の形状パラメータｍ、尺度パラメータ の真値（2.0,50000）
に対して、廃車を考慮しない場合の点推定値は(1.811、75880)となり、廃車率を考慮し
ない場合、MTTF(平均故障寿命)の推定値には真値と大きな差が生じ、寿命を長めに推定
0.00408  
0.01068  
0.02457  
0.04042  0.06895  
0.11535  
0.19496  
0.29919  
0.43401  
0.57411  
0.69556  
0.79335  
0.85413  
0.89843  
0.92670  
0.00
0.10
0.20
0.30
0.40
0.50
0.60
0.70
0.80
0.90
1.00
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
累
積
廃
車
率
G
d(
t)
 
車齢 
- 7 - 
 
してしまうことが分かる。このように、寿命特性を正しく推定するために、廃車情報を
考慮する必要がある。 
 
表1.2 廃車率を考慮しない場合の寿命分布特性の推定結果の比較 
パラメータ 真値 推定値 
（廃車を考慮しない） 
  2.0 1.811 
  50000 75880 
MTTF(平均故障寿命)  44300 67459 
 
図 1.2は 1984年から 1988年に販売された車の経年毎の廃車率の実績を示しもので
ある。乗用車の廃車率は最初の 5年間程度は 4％未満で非常に低い。6年と 9年の間
で廃車率が著しく上昇し、9～10年で頂点に達し、その後は13年まで急速に減少する。
全体的にみると非対称な分布となっていることがわかる。 
 
 
図 1.2 1984年から 1988年までの乗用車の廃車率曲線 
（藤崎(2005)     の付表 1乗用車系全体廃車率実績の表を基に著者が加工・作図）  
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1.2 従来研究 
市場から収集された製品故障データは、製品の信頼性を評価するための最も重要なデ
ータリソースの一つである。Meeker and Escobar (1998) が指摘したように、潜在的な
問題が広がる前に迅速に検出及び対処するためには、市場データの収集とそのデータへ
の適切な対応のプロセスが確立されていなければならない。 
保証データは、代表的な(典型的な)市場データであり、製品の保証システムから自動
的にかつ経済的に収集することができる。Blischke and Murthy (1996) は保証の問題
に関連する課題について広範囲な検討を行っている。Murthy and Djamaludin (2002) は
過去 10年間をカバーする多くの異なる分野からの保証に関する文献をレビューしてい
る。以上の 2つの文献には、保証ポリシーや、保証管理、保証コスト、保証データ分析
などに関する多くの参考情報が提供されている。 
製品の市場信頼性を評価し、予測するための保証請求データの使用に関する研究も数
多く報告されている。鈴木(1985a, 1985b)は未故障製品の一定な割合での追跡調査から
得た補足情報を使用して保証データを分析するための疑似尤度の手法を提案した。共変
量の情報が欠測している場合について、この手法は Kalbfleisch and Lawless (1988)
によっても採用されている。Hu and Lawless (1996) も推定関数を利用し共変量の分析
に鈴木(1985a, 1985b)の疑似尤度の手法を適用した。疑似尤度法の一般的な場合、及び
共変量の情報が欠測の場合のこれらの漸近特性については、Hu and Lawless (1997)に
詳しい。 
保証請求から得られる製品の故障には多くの要因が関与している。寿命解析におけ
る重要な要因の一つとして、故障までの経過時間（暦時間）がある。経過時間ベースま
たは製品の故障データの年齢別の分析についても多くの研究がなされている。パラメー
タがサービ期間(time in service)の関数となるポアソンモデルを使用して、保証請求
を考慮して予測するための方法論が Kalbfleisch et al. (1991)によって議論されてい
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る。 Kalbfleisch and Lawless (1996)、および Lawless (1998)では、保証データ解析
における一般的な問題の幅広い調査結果が示されている。Karim and Suzuki (2005)は、
保証請求データの分析に向けた文献のレビューを行っている。Bousquet et al. (2006)
は、寿命解析におけるワイブル分布の代替として、単純な競合リスク分布を提案してい
る。Sarhan（2007）は打ち切りデータを含む場合の一般化指数分布の競合リスクモデル
に関するパラメータの最尤推定量を提示している。 
鈴木（1988）は、寿命が暦時間ではなく、実使用時間で測定される工業製品の生存関
数を推定する問題を扱っている。暦時間で測定された観察期間に対し、販売時点の相違
などにより観測期間が異なる場合を考慮した。追跡調査の代わりに使用時間分布情報を
補足情報として導入することによって、生存関数の一致推定量を提案した。 
Lawless and Kalbfleisch (1992)は報告遅延や、異なる情報源から収集した情報の結
合の必要性、選択偏りの確率、さらに情報欠落などを含むフィールド信頼性データの収
集と分析などのいくつかの方法を議論した。 Hu et al. (1998) は、故障回数が観察さ
れ、かつ打ち切り時間を利用できない場合の寿命推定問題を検討した。Wu and 
Meeker(2002)は、保証データを使用して、クレームの過去の基準からの変化（増加）に
着目して信頼性問題を早期検出するための手法を示した。 
保証期間中に得られる故障データの従来の解析法として、製品の使用量に関する何ら
かの情報が得られることを前提とし、得られた追加情報を利用した寿命特性の推定法に
ついて議論されてきた。Wang and Suzuki (2001)は、月間使用量分布が既知であれば、
故障データのみに基づいて製品の寿命特性を精度よく推定できることを示した。Suzuki 
et al. (2008)および Alam et al. (2009)は、このような追加情報を必要としない推定
方法を提案している。故障データ、製品の販売数、製品の使用分布の型が既知という条
件の下で、数値積分を応用した最尤法によって寿命推定を行う方法である。 
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廃棄情報を考慮した寿命推定については、ほとんど研究がされていない。藤崎と田
辺(2005)は、廃棄された車の情報を用いた乗用車の年間需要の予測のための新たな手法
を提案したが、乗用車の寿命推定を扱ってはいない。 
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1.3本稿の目的と構成  
1.3.1 本稿の目的 
前節に述べたように、自動車やその構成部品などを製造するメーカーにとって、市場
における製品の寿命特性を把握することは極めて重要である。そのためには、製品の保
証期間内に故障が発生した際のユーザの修理依頼によって、容易に得られる故障データ
を収集し、これらを解析することが有用である。 
また、保証期間の延長が進む中、長期間にわたる故障情報から製品の信頼性特性値を
推定しようとすると、既存の推定法では偏った推定結果となる。すなわち、本来ならば
廃棄を考慮した市場での残存台数で故障確率を求めなければならないところを、廃棄を
考慮せず故障確率を求める故に、故障確率を実際より小さめに推定してしまう。 
本研究では、自動車のように廃棄が生じうる製品に対して、寿命分布のパラメータ
をより正しく推定するために、保証期間中に得たデータを活用した廃棄分布（以下、車
を例にとり廃車分布と呼ぶ）を用いたモデルを構築し、廃車を考慮した寿命分布の推定
法を提案する。このとき、２つのモデルを例にとり、さまざまな面から検討を行う。 
まず、保証期間中に、故障データ並びに廃棄と打ち切り情報が得られる場合を想定
して、廃車分布と着目した故障モード(部位並びにその故障内容)の故障時廃棄確率を用
いたモデルを構築し、2.2.1項と3章にて廃車を考慮した寿命分布の推定法を提案し、そ
の特性を評価する。 
次に、一般的に、故障の生じていない製品の打ち切りデータ（車では、正常な車の
走行距離）を得ることは難しい。そこで、打ち切りデータを必要とせず、寿命分布型並
びに廃車情報と打ち切り変数（特定の暦時間における走行距離）の分布型がわかる場合
を2.2.2項と4章にて検討する。このとき、入手できるのは保証期間中に得られる故障デ
ータと廃車情報のみである。具体的には、Alam(2009)に基づき、従来の故障分布型と打
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ち切り分布型に廃棄情報を加えたモデルを構築し、寿命分布の推定法の有用性を考察す
る。 
 
1.3.2 本稿の構成 
本稿の構成は以下に述べる通りである。 
保証期間が長く、この間に廃棄が生じうる製品に対して、第２章では故障データ並び
に廃車と打ち切りに関する情報がある場合と、故障データ並びに廃車情報のみに基づく
場合に分けて、二つの推定法を説明する。廃車と打ち切り情報がある場合では、廃車分
布と着目した故障モードの故障時廃棄確率を用いたモデルを構築し、ノンパラメトリッ
ク推定法を提案する。故障データ並びに廃車情報のみに基づく場合は、故障と廃車は独
立と仮定し、パラメトリック推定を行う方法を提案する。 
第３章では、第２章で提案した故障データ並びに廃車と打ち切り情報がある場合の推
定法をベースに、シミュレーションを通じて推定値の性能を示す。故障時廃棄確率は、
着目した故障モードで故障が発生するときに、システム全体を廃棄する確率であり、稼
働経過時間によって変化しうる。この故障時廃棄確率について、データを集めることは
容易とは言えない。そこで、故障時廃棄確率が既知または未知の場合に、寿命の推定量
にどのような影響を与えるのかを検討した。 
第４章では、第２章で説明した故障データ並びに廃車情報のみに基づく場合の推定法
を用いて、故障分布、廃車分布と使用分布の三つの分布ともワイブル分布と仮定したと
き、ワイブル分布の形状パラメータが全て異なる場合を中心に、ワイブル故障確率変数
の最尤推定について検討し、シミュレーション実験を通じて推定量の性能を示す。 
 最後に第５章にて本稿全体のまとめを述べる。 
なお、本論文では車を例として論ずるため“廃車率”という言葉を用いるが、本モデ
ルは車以外にも適用しうるゆえ、論文のタイトルでは“廃棄率”を用いた。  
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第２章  
全体のフレームワークと定式化 
2.1 全体のフレームワーク 
 保証期間中の製品を使い始めてから、保証期間が満了するまで、大きく 3つの状況（図
2.1）に分けられる。１）保証期間中に製品が故障する場合で、このとき、保証制度を
用いた保証請求により情報収集が可能となる。車の場合、故障までの経過暦時間と走行
距離に関した情報が収集される；2）故障せずに保証期間が満了する場合で、このとき
は途中で観測が打ち切られる。このようなデータを打ち切りデータと呼ぶ。そのほか、
3）保証期間が満了する前に廃車される場合がある。このとき、本来ならば故障率の分
母は残存台数から求めなければならないが、その残存台数が廃車により出荷台数よりも
少なくなっていることに気づくことは通常の情報からは困難であり、解析から無視され
ることが多い。また、廃車される場合については、車ごとの廃車情報がなく、全体的に
どの程度廃車されたのか、年ごとの情報（図 1.1の累積廃車率曲線）しか得られていな
い。 
 
図 2.1 保証期間中のデータ 
使用開始 
故障 
故障せずに保証期間
満了 
保証期間満了前に廃車 
保証請求 
打ち切り 
通常は解析から無視
される 
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本論文では、製品の廃棄情報を考慮する必要がある場合において、市場信頼性データ
からの寿命推定の問題を検討するために、2つのモデルを扱う。 
モデル 1は、保証期間中に得られる市場信頼性データとして、故障データ並びに、追
跡調査などで廃車と打ち切り情報が得られる場合を想定する（図 2.2の左）。また、モ
デル 1はより広範囲な適用範囲を考慮して、故障の寿命分布が特定できない場合を想定
し、ノンパラメトリック推定法を利用している。このモデルでは、廃車分布と着目する
故障モードで故障が発生したときの故障時廃棄確率   の両者を扱う。廃車分布は、時代
遅れ・陳腐化・保全費用の増加などの影響を受ける。一方、故障時廃棄確率   は、対象
となる部品が故障したときに、システム全体を廃棄する確率であり、故障部位・故障モ
ード・稼働経過時間などによって変わりうる。例えば、保証期間を 10年としたとき、
エンジンが 1年目に故障すれば、大半が修理に出されるため   は 0に近いが、使用時間
が長くなるにつれエンジンが故障したときには   は大きくなると考えられる。 
         図 2.2 モデル 1とモデル 2 
 
モデル 2は、故障データ並びに廃車情報のみに基づく寿命推定を考える（図 2.2の右）。
このモデルでは、故障分布は最も一般的に使用される寿命分布であるワイブル分布とし、
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打ち切り情報については分布型以外、詳細な情報が得られない場合を想定して、パラメ
トリック推定法を利用している。故障の寿命分布型並びに廃車と打ち切り情報の分布型
を既知とし、三つの分布ともワイブル分布と仮定する。自動車のように、故障データに
対しては故障までの使用経過暦時間、走行距離などの詳細情報が判明しているが、未故
障の場合では実稼働時間は観測されない。一般に、頻度高く使われた製品ほど故障する
傾向が強く、例えば故障製品の使用分布を単純に製品全体の使用分布とみなして行う寿
命推定では誤った評価となってしまう。 
Alam and Suzuki (2009) は、製品の使用分布の型が既知という条件の下での故障デ
ータのみを用いた寿命推定法を提案し、これによって製品の寿命特性を推定し得ること
を示している。この推定法に基づき、自動車のように廃棄が生じうる製品に対しても、
寿命分布のパラメータを正確に推定しうるために、廃車分布と故障分布を用いたモデル
を構築し、従来の故障分布と使用分布に廃車分布を加えた寿命分布の推定法を提案する。 
 
 2.1.1 対象となる保証期間中のデータ 
 保証サービスを提供されているメーカーにおいて、保証データベースは故障発生時の
ユーザの修理依頼情報により自動的に記録される。自動車の場合、保証データベースが
完成したら、販売年ごとの販売数及び故障数が得られ、また、故障した各製品の故障ま
での使用経過年、走行距離がわかる。したがって、メーカーは表 2.1で示すようなデー
タを持っている。 
 本研究において、モデル 1では、故障時廃棄確率  を扱っており、 の値が寿命の推
定量に対する影響を検討するため、モデルを簡略し、使用経過年が T年である 1年のデ
ータ（表 2.1の赤枠）を対象としている。これに対して、モデル 2では、保証データベ
ースから得られる T年間の全データを対象にしている。 
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表 2.1 保証期間中のデータ 
販売年  販売数  
使用経過年    
故障数 
1               
1      //     /////     //      
                      
          ///     ////   
        
                
       /   
    
     (表中の / は故障件数を表し、それぞれについて故障モード、故障時点の走行距
離が記録される )  
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2.2 定式化 
2.2.1 故障データ並びに廃車と打ち切り情報がある場合 
 故障データに加え、廃車と打ち切り情報がある場合の市場信頼性データによる寿命解
析を考える。 
 
2.2.1.1 主な記号の定義 
  : 総販売台数 
  : 着目する故障モードの総故障数 
  : 着目する故障モードの故障時間を表わす確率変数 
  : 
着目する故障モード以外の原因あるいは陳腐化により廃車
された時の廃車時間を表わす確率変数 
  : 全ての原因による廃車時間を表わす確率変数 
  : 観測打ち切り時間を表す確率変数 
            ̄    :  の確率密度関数、分布関数、生存関数   
             ̄     :  の確率密度関数、分布関数、生存関数  
             ̄     :  の確率密度関数、分布関数、生存関数  
             ̄     :  の確率密度関数、分布関数、生存関数 
   : 時刻  における故障数 
  : 
着目する故障モードが生じたときの廃棄確率（故障時廃棄
確率と呼ぶ） 
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2.2.1.3 廃棄モデル 
1）廃車打ち切り時間 
一つの製品は、複数の部品から構成されている。これらの部品の中の、特定のもの、
すなわち、特定の故障モードに着目する。自動車部品の場合には、特定の部品とは、主
要な部品を意味する。  
保証制度により、総販売台数 と着目する故障モードの故障数 が収集できると仮定
する。まだ故障していない稼働中の製品の寿命は、保証システムデータベースからは得
られない。競合リスクモデルを用いて、次のように定式化する。 
{          }を着目する故障モードの故障時間とし、分布関数    を持つ独立な同一
分布に従う非負の確率変数とする。{          } を廃車された時の打ち切り時間とし、
陳腐化あるいは着目した故障モード以外の故障で製品   が廃棄される時間を表す。この
廃車打ち切り時間    は、分布関数     を持つ独立同一分布に従う非負の確率変数とす
る。本モデルでは、    を製品   の廃車打ち切り時間と呼ぶ。ここで、       である。 
本モデルにおいて、同じ製品では、着目した特定の部品は 2回以上故障しないことを
前提とする。一つの部品に故障が発生した場合、2つの可能なアクションを考える。一
つは、部品が修復できない場合、あるいは修理コストが高い場合では、車を廃車する。
もうひとつは、部品を修理して再利用する。 
一つの製品が着目した特定の部品の故障モードで故障した時、  を以下のように定義
する。 
   {
     製品   が廃車される場合 
     その他の場合               
 
そして          により、着目する故障が起こったときに製品が廃車される確率を
表す。{          } を 個の製品の廃車時間と定義し、分布関数     を持つ独立同一
分布に従う非負の確率変数とする。廃車時間は、この車が故障したことがあるかどうか
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に関わらず、最終的に廃車される時間とする。上述の理由により、車が廃棄される場合、
その廃車時間を下記のモデルで表すことができる。 
   {
                        
                                             
 
廃車された場合の三つのケースを図 232の左側にて示す。ケース１は            
 、ケース 2は              、ケース 3は       の場合である。この時、図 2.3
の右側で表したように、ケース 1において廃車時間   は   、ケース 2において廃車時
間   は   、ケース 3では廃車時間    は    となる。 
 
図 2.3  データ構造 
 
従って、        と   を独立と仮定すると、下記の式が得られる。 
                              {      } 
                  {                  }    {                  } 
                    {             } 
                                                             
すなわち、 
 {         }   {       }  {         }. (2.1) 
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上記の式（付録 Aに導出を示す)において、車の生存関数         は、  の信頼度関
数、       は着目した部品の故障による生存関数、          は陳腐化あるいは着目
した部品以外の故障による生存関数となる。 
       は他の情報源（例：政府や民間団体がメーカーや定期的な調査でのアンケー
ト調査から得られたデータ）によって確認、または推定されると仮定する。 
 
2） 観測期間 
次に、観測期間について考える。便宜上、すべての製品の販売日から最終観測日ま
での観測期間を暦時間とし、保証期間と一致すると仮定する。観測期間を  と表現する。
提案されたモデルは製品の観測期間が保証期間と異なる場合でもそのまま適用しうる。 
故障時間    が廃車打ち切り時間   と観測期間  より小さい時だけ、着目した部品   
の故障時間が観測される。すなわち、故障観測が廃車または観測期間によって打ち切ら
れる。本研究では、保証期間内に故障した場合、車が故障時間で廃車されるかどうかに
関係せず、故障時間   が観測されると仮定する。理由として、ケース１の故障時間   が
メーカーより入手できることが挙げられる。保証期間中でパワー・トレイン部品または
他の部品の故障によって車が廃棄される場合、保証期間中であり無料で修理できるため、
オーナーがディーラーに連絡する。よって、メーカーはディーラーを経由して故障情報
を収集しうる。廃棄されないときは、保証制度を用いたクレーム請求により情報収集が
可能となる。 
 一部の製品では、故障時間は、カレンダー時間、すなわち、売却日からの経過時間（日、
月、または年）で測定される；また、他の製品では、故障時間は実使用時間、例えば、
自動車の走行距離や複写機のページ数で測定されることがある。故障観測をカレンダー
時間  で打ち切られることとする。前者のケースでは、すべての製品の打ち切り時間が
  （時間打ち切り）に等しいので、観測打ち切り時間分布         {
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となる。後者のケースでは、観測期間中の打ち切りを表現するため、「観測打ち切り」
期間を使う。また、{         }を実使用時間での観測打ち切り時間とし、分布関数
       を持つ独立同一分布に従う非負の確率変数とする。           はお互いに独立と仮
定する。打ち切られた（ランダム打ち切り）とき、製品の使用時間が異なるので、観測
打ち切り分布       （以下、車を例にとり走行距離分布と呼ぶ）が製品の観測期間内
の実際の使用時間（例：走行距離、コピー量）の分布関数となるべきであり、これは、
製品の使用に関する調査データから得ることができる。実際の使用時間分布の詳細は、
従来研究（Suzuki et al. (2008)、Wang and Suzuki (2001)）で説明されている。 
前者のケースは、実際の使用時間がカレンダー時間に等しいことに留意する。また、
後者の特別なケースとみなすことができる。以下では、特に明記しない限り、「時間」
は、走行距離などの「使用時間」を意味する。  
 
2.2.1.4．最尤推定法 
着目した部品の故障は故障時間  が廃車打ち切り時間  と観測打ち切り時間 より小
さい時のみ観測される。離散時間でノンパラメトリック推定問題を行うとき、観測期間
内で起こったすべての故障時点               は確率変数   のサポートポイントの
部分集合を与え、    を の確率密度関数と定義する。 
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                    図 2.4 データ構造（打ち切り時間を含む） 
 
故障が時点   （図 2.4のケース 1～4）で発生する確率は 
    {                  } 
  (         )(         )       
となる。そして、一つの製品が観測期間中に故障が起こらない（図 2.4のケース 5～8）
確率は、 
   {           } 
     {           } 
   ∑   
 
   
{                  } 
   ∑ 
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となる。 
ここで、記号     は   より小さいが、無限に近い値である (              
 )。また、    を時点  で着目した故障が生じた数と定義する。時点  で観測された故
障数の同時分布は次の多項分布によって与えられる： 
   ∏
{ ̄       ̄           }
  
   
 
   
   
{  ∑  ̄       ̄           
 
   }
   
      
  (2.2) 
ここで、 は総販売台数、着目する故障モードの総故障数   ∑   
 
    である。また、
 ̄            とする。 
尤度関数は、観測された故障数  と、既知の廃車分布     と走行距離分布     を利
用して式(2.1)と(2.2)から得ることができる（いくつかの定数項を省略）： 
  ∏{
 ̄       ̄           
         
}  
 
   
 {  ∑
 ̄       ̄           
         
 
   
}     (2.3) 
尤度（2.3）は             の関数であり、直接に最大化することが困難かつ複雑
であるため、ここで、 
      
    
         
   (2.4) 
と定義して、尤度(2.3)を書き直すと 
  ∏{ ̄           }
  
 
   
 {  ∑  ̄
 
   
           }
   
  
となる。ここで、  ̄     ̄     ̄    である。よって、対数尤度関数は次式となる: 
  ∑   
 
   
    {  ̄           }           {   ∑  ̄
 
   
           }  
対数尤度関数   を       について偏微分し、尤度方程式 
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      ̄     
  ∑  ̄               
              (2.5) 
を得る。(2.5)式を解くと、      の最尤推定量は次式にて与えられる（付録 Bに導出
を示す）。ここで、分母の ̄     ̄     ̄    であり、廃車情報 ̄     を考慮した推定量と
なる。 
 ̂      
  
  ̄     
            (2.6) 
本モデルにおいては    が多項分布であるため、次式が得られる、  
    {     }                                                                                             
   ̄       ̄            {        ̄ (   ) ̄ (   ) (  )}   
   ̄           {        ̄(   )  (  )}                     
ここで、 I(A) を事象 Aの指示関数と定義する。 ̂      と  ̂      の共分散は以下で
推定される、 
   ̂{ ̂       ̂ (  )}  
  (          )
   ̄      ̄(   )
              (2.7) 
(2.7)式から最尤推定量の不変性により 
 ̂      
 ̂    
    ̂     
            
を得る。ここで、 ̂     と  ̂     は、      と      のそれぞれの最尤推定量である。 
また、 ̂       ̂        ̂    ,      と  ̂     であることに留意する。  
以上より、      の最尤推定量は 
 ̂     
{
  
 
  
 
∑ ̂ 
 
   
(  )                   
 
 
{  ∏(    ̂     )
 
   
}             
 (2.8) 
と求まる(付録 Cに導出を示す)。 
 ̂    の漸近分散は次式により与えられる。 
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    ̂{ ̂    }       ̂     
 {∑∑
   ̂{ ̂       ̂ (  )}
(    ̂     ) (    ̂ (  ))
 
   
 
   
}   
                      (2.9) 
これはデルタ法(Barndorff-Nielsen and Cox (1989))を使用して導出される(付録 Dに
証明を記す)。 
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2.2.2 故障データ並びに廃車情報のみに基づく場合 
 保証期間中の顧客からの修理請求により自動的に収集される故障データと廃車情報の
みが入手できる場合、廃棄が生じうる製品を対象に寿命推定を考える。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                              
 
2.2.2.1 主な記号の定義 
  : 使用経過年（       ）   
  : 販売年（       ）   
  : 故障までの走行距離を表す確率変数   
   : 
使用経過年 での製品の走行距離を表
す確率変数   
  : 廃車までの走行距離を表す確率変数   
            ̄    :  の確率密度関数、分布関数、生存関数   
               ̄      :   の確率密度関数、分布関数、生存関数  
             ̄     :  の確率密度関数、分布関数、生存関数  
   : 使用経過年 での故障数   
  ̄ : 
使用経過年 での未故障製品数（打切り
数）   
   : 販売年 における対象製品の販売台数   
  : 対象製品の総数  
 
2.2.2.2 対象データ 
モデル 2における寿命推定対象とする製品の保証期間中のデータに関し、表 2.2に示
すように販売年       、使用経過年       とし、各年ごとの製品の販売数  は
既知とする。この保証期間中のデータによって、故障した各製品ごとに販売年、故障モ
ード、故障までの使用経過年 、走行距離  がわかる。 この  は、厳密には後に示すよ
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うに             の条件の下での実現値である。また、各使用経過年ごとの故障数  
もわかる。 一方、未故障である製品の場合、その走行距離は不明であるが、各使用経
過年ごとの未故障製品の数 ̄ がわかる。なお、本研究では各故障製品の使用から故障ま
でに経過した暦時間を年単位とする。また、以下については製品の販売期間、観測期間、
保証期間はすべて等しく 年である場合を考えることとする。  
  
 表 2.2 モデル 2で扱う保証期間中のデータ  
販売年  販売数  
使用経過年    
故障数 未故障数 
1               
1      //     /////    //       ̅  
                        
          ///     ////   
         ̅      
                  
       /   
     ̅  
               
     (表中の / は故障件数を表し、それぞれについて故障モード、故障時点の走行距
離が記録される )  
 
2.2.2.3 競合リスクモデル 
廃車を考慮したときの保証期間中の製品の故障, 未故障(打切り)の観測は, 以下
の競合リスクモデルにより定式化される。  
 
      {         } 
                    
   {
          
                  
 
(2.10) 
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すなわち、            の場合だけ故障  が観測される。 一方      ,または
     の場合は故障に至らず、すなわち観測されず、保証期間中のデータにおける製品
の使用走行距離と廃車までの走行距離は未知となる。  
ここで、       {      }と定義し、           をそれぞれ   の確率密度関数、分布関
数とすると、ある 年に着目した時の尤度関数は次式となる。  
  ∏ 
  
   
      ̄                 
        (2.11) 
ここで、  
  ̄       ̄       ̄        (2.12) 
          ∫  ̄
 
 
           (2.13) 
となる。また、(2.12)式より、  
      
 
  
    ̄      ̄       
         ̄        ̄           (2.14) 
となり、(2.11)式は次式となる。これは競合リスクモデルを考慮したときの一番早く発
生した時間      {         }の尤度関数である。 
  ∏ 
  
   
       ̄       ̄        
  ∫  ̄
 
 
   {       ̄        ̄          }   
        (2.15) 
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2.2.2.4 分布モデル 
故障までの走行距離、廃車までの走行距離および製品の使用走行距離の分布を以下
のようにモデル化する。  
・                  
故障までの走行距離 の分布をワイブル分布（形状パラメータ  、尺度パラメータ
  ）とする。一般に、故障寿命分布はワイブル分布に従うことによる。 確率密度関
数、分布関数、信頼度関数をそれぞれ           ̄   とする。（ワイブル分布は歴史的
に広範囲にわたる寿命データへの適用が示され、また形状パラメータ の値によって
初期故障型、偶発故障型、摩耗故障型のすべての故障パターンを一つの分布で表現で
きるという特徴から信頼性データ解析における寿命分布に多用されている。） 
             (
 
  
)
  
       
・                  
廃車までの走行距離 の分布(廃車分布)をワイブル分布（形状パラメータ  、尺度
パラメータ  ）とする。 本研究では、形状パラメータ  と尺度パラメータ  を既知
とする。  
              (
 
  
)
  
       
・                     
使用経過年 での製品の使用走行距離  の分布もワイブル分布とする。これは製品 A
の実データによるワイブルプロットが直線に乗っている結果(図 2.4を参照)による。 
確率密度関数、分布関数、信頼度関数をそれぞれ               ̄     とする。  
               (
 
    
)
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図 2.4 製品 Aの使用分布のワイブルプロット 
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第３章  
故障データ並びに廃車と打ち切り情報がある
場合の寿命推定 
 
第 2章では、故障データ並びに廃車と打ち切り情報がある場合について、着目する故
障モードで故障が発生したときに製品が廃棄される確率 を用いたモデルを提案した。
故障時廃棄確率 は部品の故障時間と製品の廃車時間との関係を説明するために使用さ
れ、通常の場合、 は使用時間 によって変化していく。しかし、追跡調査などにより
データを収集し、  の正確な値を推定することは困難かつ高コストであるため、  を一
定な値として検討する。検討の結果、いくつかの指定された定数値が寿命パラメータを
推定するのに良いことが示される。3.1では   が既知の場合の部品の故障分布のノンパ
ラメトリック最尤推定量を提案する。数値結果により、提案する推定がうまく機能する
ことが実証される。3.2では、  の情報がない場合の、信頼性特性の推定値の上限と下
限を検討する。3.3では、実際のデータ·セットに提案された推定量の適用を例を挙げ
て説明する。 
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3.1   が既知の場合 
第 2章で提案した推定方法の性能を評価するためにいくつかシミュレーションを行
なう。故障時間と観測時間は下記の既知のパラメトリックの分布に従うと仮定する。提
案した推定方法がノンパラメトリックな方法であるため、提案した推定方法を実際のデ
ータセットに応用する時に分布型の前提を置く必要がない。シミュレーションにて製品
の寿命が暦時間と実使用時間の 2つの場合を検討する。実際、観測打ち切り分布が異な
る以外、2つの場合にはが根本的な違いがない。  
3.1.1 歴時間の場合のシミュレーション結果 
歴時間の場合、 故障時間分布      がワイブル分布と仮定し, 
              
 
 
       , 
形状パラメータ      ,  , or  、尺度パラメータ      ,    , or    とする。 
 の値について、下記の 3種類を設定する： バスタブ曲線に基づいた初期故障型 
(     )、偶発故障型 (   )と摩耗故障型 (   )。  の値について、下記の 3種
類を設定する：   ,    , と   ヵ月。 が の場合、それぞれの MTTF が    年、    年
と    年である。廃車打ち切り分布      もワイブル分布とし、パラメータを     or 
 、       とする. 廃車分布      は式(2.1)に基づいて、     と       から決めら
れる。     を実際の廃車率曲線の形(図 1.1)に近づくために、     or   、       
と設定する。また、サービス期間内の製品総数         とし、観測期間  を   と
設定する。故障時間  、廃車打ち切り時間  と観測打ち切り時間  ,        , をそ
れぞれ上記の分布から発生させる。   が       と      の条件を満たす時、故障と
して観測され、故障データとする。   を   、    、    、    、or    と設定した。推
定式(2.6)に基づいて ̂    を、推定式 (2.8 )に基づいて ̂    と ̂     を推定し、これ
が 1回のシミュレーションとなる。1000回のシミュレーションを繰り返すことによっ
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て ̂   の標本平均と標本分散を計算する。ここで、B1と B10は、それぞれ累積故障確率
が 1％と 10％となる故障時点であり、各々B1ライフ、B10ライフと呼ばれる。シミュレ
ーション結果を表 3.1と表 3.2に示す。  
 
表 3.1  式(2.2)を利用し、      をワイブル分布でパラメータを    、         と設定し、
     を固定した形状パラメータ (   ) 及び尺度パラメータ (     ,    , or    )と設
定した時の ̂     と  ̂      の 1000回シミュレーションの標本平均と標本標準偏差 
Parameters of          ,          ,          ,        
True values of       0.01  0.10  0.01  0.10  0.01  0.10   
       Mean of  ̂     0.00996  0.09989  0.01001  0.10008  0.00999  0.09995   
 √         ̂     0.00100  0.00403  0.00102  0.00480  0.00110  0.00714   
       Mean of  ̂     0.00996  0.09989  0.01001  0.10008  0.00999  0.09995   
 √         ̂     0.00100  0.00400  0.00102  0.00476  0.00110  0.00710   
       Mean of  ̂     0.00996  0.09989  0.01001  0.10007  0.00999  0.09995   
 √         ̂     0.00100  0.00395  0.00102  0.00471  0.00109  0.00703   
       Mean of  ̂     0.00996  0.09990  0.01001  0.10007  0.00999  0.09994   
 √         ̂     0.00100  0.00390  0.00102  0.00465  0.00109  0.00696   
       Mean of  ̂     0.00996  0.09990  0.01001  0.10007  0.00999  0.09994   
 √         ̂     0.00100  0.00386  0.00102  0.00462  0.00109  0.00692   
注: “Mean of  ̂   " は ̂   の標本平均； “Var. of  ̂   " は ̂   の標本分散を示す 
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表 3.2 式(2.2)を利用し、      をワイブル分布でパラメータを    、       と設定し、
     を形状パラメータ  (   ,  , or    )及び尺度パラメータ (     )と設定した時の
 ̂     と  ̂      の 1000回シミュレーションの標本平均と標本標準偏差 
Parameters of          ,          ,            ,        
True values of       0.01  0.10  0.01  0.10  0.01  0.10   
       Mean of  ̂     0.00998  0.09988  0.01001  0.10000  0.00999  0.09981   
 √         ̂     0.00102  0.00532  0.00099  0.00297  0.00102  0.00297   
       Mean of  ̂     0.00998  0.09988  0.01001  0.10000  0.00999  0.09981   
 √         ̂     0.00102  0.00529  0.00099  0.00294  0.00101  0.00294   
       Mean of  ̂     0.00998  0.09988  0.01001  0.10000  0.00999  0.09981   
 √         ̂     0.00102  0.00524  0.00099  0.00289  0.00101  0.00289   
       Mean of  ̂     0.00998  0.09989  0.01001  0.10000  0.00999  0.09981   
 √         ̂     0.00102  0.00519  0.00099  0.00285  0.00101  0.00285   
       Mean of  ̂     0.00998  0.09989  0.01001  0.10000  0.00999  0.09981   
 √         ̂     0.00101  0.00516  0.00099  0.00282  0.00101  0.00282   
注: “Mean of  ̂   "は ̂   の標本平均； “Var. of  ̂   " は ̂   の標本分散を示す 
 
3.1.2 実使用時間の場合のシミュレーション結果 
実使用時間の場合, 故障時間分布      がワイブル分布と仮定し、形状パラメータを 
     ,  , or  、尺度パラメータを            と設定した。この時、MTTFは、
それぞれ         、         、         である。廃車打ち切り分布      もワイ
ブル分布で、パラメータを     、       とした。廃車分布     は      と       
から決められる. また、走行距離分布      を正規分布で、パラメータを     、
    と仮定し、サービス期間内の製品総数を        とした。 故障時間  、廃車
打ち切り時間  と観測打ち切り時間   ,          はそれぞれ上記の分布から発生さ
せる。   が       と       を満たす時、故障として観測される。  の値を   ,    , 
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or    と設定した。 ̂     と  ̂      の標本平均と標本分散は式(2.2)を用いて 1000
回のシミュレーションを繰り返すことによって計算される。 ̂   の分散の推定値である
   ̂{ ̂    } と    ̂{ ̂     } の標本平均は式 (2.3)によって計算される。これらの結果
を表 3.3に示す。  
 
 表 3.3  式(2.8)と(2.9)を利用し、      をワイブル分布でパラメータを    、       、
      を正規分布でパラメータ      、    と設定し、     を形状パラメータ  (   , 
 , or    )及び尺度パラメータ (     )と設定した時の ̂     と  ̂      の 1000回シミュ
レーションの標本平均と標準偏差 
                     
True values of       0.01  0.10  0.01  0.10  0.01  0.10   
   0.7 Mean of  ̂     0.00996 0.09980 0.00997 0.09999 0.00987 0.09983 
√        ̂     0.00324 0.00935 0.00321 0.00885 0.00318 0.00942 
√   ̂{ ̂   }  0.00321 0.01061 0.00317 0.00939 0.00315 0.00914 
   1.0 Mean of  ̂     0.01000 0.10010 0.01021 0.09998 0.01012 0.10036 
√        ̂     0.00324 0.00998 0.00317 0.00953 0.00318 0.00950 
√   ̂{ ̂   }  0.00322 0.01073 0.00321 0.00950 0.00319 0.00927 
   2.0 Mean of  ̂     0.01026 0.09970 0.01014 0.09986 0.01011 0.10006 
√        ̂     0.00320 0.01112 0.00324 0.01063 0.00328 0.01072 
√   ̂{ ̂   }  0.00325 0.01210 0.00325 0.01100 0.00324 0.01075 
注: “Mean of  ̂   " は ̂   の標本平均；“Var. of  ̂   " は ̂   の標本分散； 
        ̂{ ̂   } は推定式(2.9)による   ̂{ ̂   } の標本平均を示す.   
 
表 3.1～表 3.3より、  ̂    の標本平均が故障時間分布の真値に近い。また、   ̂{ ̂    } 
の標本平均もお互いに近いことから、式(2.8)で ̂   、式(2.9)で ̂   の分散を良く推定
できている。 
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3.2   が未知の場合 
  は、着目する部品に故障が起こる時に製品が廃棄される確率であり、かつ  は条件
付き確率で、着目する部品の故障に依存している。通常、  は時間   につれ変化してい
くが、関連データを収集して、異なる時点で  を正確に推定することが困難でありコス
トがかかる。本セクションでは、 が未知の場合についてどのように扱うのかについて
いくつかの提案を行う。 
 下記は、2つの特別のケース、   と   の場合のノンパラメトリック最尤推定量
を示す。 
             ̂      
  
  ̅     
   
                      ̂     ∑  ̂    
    
            (3.1) 
       ̂      
  
  ̅     
       
                     
̂     ∑  ̂    
     
   
                      ̂        ∏ (     ̂    )    ,            (3.2) 
 
明らかに、二つの推定量、    の場合の ̂   と    の場合の ̂   は、同じ形を持
っている：  ̂   は累積分布関数の推定量であり、 ̂   は累積ハザード関数の推定量で
ある。 
   が小さい時に、    と    の差はほとんどないため、  の値に関係なく、（3.1）と
(3.2）は     を良く推定できる。 
 さて、式（2.8）の推定関数、     の一般的なケースの推定関数を考える。この
推定関数は の単調減少関数となり（証明は付録 Eにて示す）、    の推定量の上限は
推定量（3.1）、下限は推定量（3.2）で与えられる。 
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3.2.1   の真値が定数の場合 
故障時間分布を推定する時の   の値による影響を調査するために、  の真値を 0、 
0.2、0.5、0.8と 1.0に設定した。 また、 ̃を分析者が過去の経験等により設定する の
値（以下、設定値と呼ぶ）とする。 
各パラメータの設定については、  の真値の 5つのパターンに対して、  ̂   の標本
平均の 5つの結果は、  ̃（廃棄計算に使用されるレート）を用いて推定量（2.8）の 1000
回のシミュレーションを繰り返すことによって計算した。  に対して ̃ は同じ 5つの値
を取る。 
図 3.1、3.2、3.3および 3.4では、式（2.8）と ̃ の 5つの値（0、0.2、0.5、0.8、1）
を使用した時の推定値の違いを示している。例えば、図 3.1と図 3.2の ̃    の場合、
  を 0、0.2、0.5、0.8、1.0、ηを 360、480、600と設定した時の 15個の  ̂   の標本
平均の結果を示している。 
図 3.1と図 3.3の結果から、     を推定する時、得られる推定値が全て真値の 0.01
に近いので、   をどの設定値においても、推定値にほとんど差がないことが分かる。  
また、図 3.2と図 3.4の結果から、      の推定値の偏りが     の推定値の偏りと
比べて差が少し大きくなったが、   の場合の推定関数（3.1）式と   の場合の推
定関数（3.2）式は、故障時間分布の推定値の妥当な上限と下限を与えることができる。 
図 3.2と図 3.4の結果から、      の推定値は 0.095から 0.105の間(真値：0.01)
に推定され、真値からの偏りが   程度であることが分かる。      の推定値の偏り
が     の推定値の偏りと比べて差が少し大きくなったが、   の場合の推定関数（3.1）
式と   の場合の推定関数（3.2）式は、故障時間分布の推定値の妥当な上限と下限を
与えることができる。 
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図 3.1 形状パラメータ(   )を同一とし、尺度パラメータ(      、   、   )を変化させ
た時の、 ̃  の 5つの設定値（0、0.2、0.5、0.8、1.0）を用いて推定された ̂     の比較 
(異なる ̃であっても、     の推定値にほとんど差がないことがわかる) 
 
図 3.2 形状パラメータ(   )を同一とし、尺度パラメータ(      、   、   )を変化させ
た時の、 ̃  の 5つの設定値（0、0.2、0.5、0.8、1.0）を用いて推定された  ̂       の比較 
( ̃   の場合、真値   のケースを除き、 ̂         であることが分かる) 
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図 3.3 形状パラメータ    、 、    を変化させ、尺度パラメータを      と設定した時の、
 ̃の 5つの設定値（0、0.2、0.5、0.8、1.0）を用いて推定された  ̂     の比較 
(異なる ̃であっても、     の推定値にほとんど差がなかったことがわかる) 
 
 
図 3.4 形状パラメータ    、 、    を変化させ、尺度パラメータを      と設定した時の、
 ̃の 5つの設定値（0、0.2、0.5、0.8、1.0）を用いて推定された   ̂      の比較 
( ̃   の場合、真値   のケースを除き、 ̂         であることが分かる) 
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3.2.2   が の関数の場合 
  が    によって変化していく場合、すなわち、 が     となる場合を検討する。故障
時間分布の推定における      の影響を調べるために、    の真値を以下の 3パターン
（図 3.5）と設定する。 
パターン１： 最初の5年間はほぼ0、その後徐々に増加していく曲線。10年目に30％、 
15年目に 90％、20年目に 100％になる。  
 パターン２：0からスタート、20年目に 100％になる直線。     
 パターン３：パターン２の直線の上に車検の影響を取り入れ、車検の年において確率 
が 5％上がる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                     図 3.5       の真値の 3パターン 
 
各パラメータ設定において、    の真値の三つのパターンに対して、推定式(2.8)を
用い、 ̃の 5つの設定値(0, 0.2, 0.5, 0.8, 1)を使って ̂     と  ̂     の標本平均を
パターン 3 パターン 2 
パターン 1 
  (年) 
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1000回のシミュレーションで求める。ここで、B  と B   は、それぞれ累積故障確率
が 1％と 10％の場合の故障時点を示す。これらの結果を図 3.6と図 3.7 にて示す。 
 
 
図 3.6      を形状パラメータ(   ,  , or    ) 、尺度パラメータ(     )と設定した場
合、 ̃の 5つ設定値(0, 0.2, 0.5, 0.8, 1.0)を利用して推定した ̂(B1)の比較  
( (B1)に対して、異なる ̃で推定してもほとんど差がないことが明らかである) 
 
図 3.7      を形状パラメータ(   ,  , or    ) 、尺度パラメータ(     )と設定し
た場合、 ̃の 5つ設定値(0, 0.2, 0.5, 0.8, 1.0)を利用して推定した ̂(B10)の比較 
( ̃   の時、 ̂(B10)    が分かる) 
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これらの結果は図 3.1～3.4と似ており、 ̂     の推定値にほとんど差がなく、 をど
の設定値においでも正しく推定できることが分かる、また、 ̂     の時は ̂    と比べ
て推定値の偏りが少し大きく、 の設定値が 0から 1に変化することにつれ推定値が小
さくなることが分かる。従って、     の真値が未知のとき、    の場合の推定式(3.1)
と    の場合の推定式(3.2)により推定故障時間分布の上限と下限が与えられる。  
  の情報がない時は、   、        の時の推定式(3.1)を用いることを推奨する。
このとき、故障確率は少しだけ過大評価、即ち、安全側で推定されることになる。また、
今回の推定対象は ̂    と ̂     であるが、B10（累積故障確率が 10％となる故障時点）
の場合でも推定量の累積故障確率は 10％前後であるため、廃車に影響が少ないと考え
られる。 
 
3.3 実際のデータセットの応用 
実際のデータセットに提案する推定法を適用した。日本のある企業から提供されたデ
ータセットは、ある家庭用電化製品の現場故障記録と廃棄情報を含んでいる。 1990年
10月 25日から 1991年 5月 30日に、9190個の製品が製造、使用開始され、着目した部
品の 31件の故障が 1999年 12月 31日までに観測された。最初の故障が発生するまでの
寿命が年単位で測定され、これを表 3.4に示す。 
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表 3.4 ある家庭用電化製品の着目する部品の寿命 (年) 
No.  Lifetime  No.  Lifetime  No.  Lifetime  No.  Lifetime  No.  Lifetime   
1  3.84  7  8.08  13  3.92  19  5.76  25  6.00   
2  1.00  8  4.16  14  4.73  20  6.34  26  8.26   
3  4.14  9  4.17  15  5.42  21  6.07  27  8.01   
4  4.81  10  4.00  16  5.09  22  6.75  28  8.67   
5  5.72  11  4.42  17  5.59  23  4.07  29  4.24   
6  7.23  12  3.58  18  3.67  24  7.34  30  5.73   
        31 5.50  
 
暦時間 tでの稼働中の残存製品の比率（表 3.5に示す）、すなわち、廃棄時間の生存
関数 ̄    は、製品交換の調査データに基づき、メーカーにより推定されている。 
 
表 3.5. 暦時間（年）での稼働中の残存製品の比率 
   0  1  2  3  4  5  6  7  8  9   
 ̄     100  96.25  92.3  88.45  84.6  77.75  70.9  60.6  50.3  39.25  
   10  11  12  13  14  15  16  17  18  19  20  
 ̄      28.2  22.6  17.0  14.5  12.0  10.4  8.7  6.55  4.4  2.2  0   
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図 3.8 ある家庭用電化製品の廃棄時間の残存関数 
 
ここで寿命は暦時間で測定され、すべての製品の観測期間は約 9年である。   の
とき、 ̄     ̄     ̄      ̄    となる。この例では、 に関する情報はない。  
故障データセットから寿命分布を推定するために提案された推定式を使用した。まず、
寿命を昇順に並べ替える。 その後、推定式(2.6)を使用して ̂      を計算し、推定式
(2.9)を使用して    ̂{ ̂       ̂     } を計算する；   は表 3.5または図 3.8に記載の整
数でないときには ̄      の値を補間計算した。したがって、 ̂    と   ̂{ ̂    }はそれ
ぞれ   と仮定して推定式（2.8）と(2.9)を使用して得られる。   の時も同様であ
る。     と    の両方の結果を用い、寿命分布の点推定値と 95％信頼区間を図 3.9
に示す。 
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図 3.9 実際のデータセットによる寿命分布の推定：ほぼ完全に重なっている 2つの中央線は、
    及び    の時、推定式（2.8）を用いて算出した点推定値を表す；両サイトの線は    及
び    の時、それぞれの推定式（2.9）を使用して計算した 95％信頼区間を表す 
 
図 3.9では、ほぼ完全に重なっている 2つの中央線は、    及び    の時、推定
式（2.8）を用いて算出した点推定値を表す；両サイトの線は    及び    の時、
推定式（2.9）を使用して計算した 95％信頼区間を表す。図 3.9は、計算した寿命分布
の推定値について、    と    との間にほとんど差がないことを示し、故障率が小
さく の情報がないとき、  の設定値による影響はほとんどないことが分かる。 
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第４章  
故障データ並びに廃車情報のみに基づく
寿命推定 
 
本章では、故障データ並びに廃車情報のみに基づく寿命推定を扱う。故障データ並び
に廃車情報のみに基づく寿命推定を行なうには、寿命分布型並びに打ち切り変数におけ
る年間走行距離の分布型が必要である。年間走行距離の分布形がワイブル分布によくフ
ィットしていることから、ワイブル分布と考える。4.1節では、故障分布、廃車分布を
含めて、三つの分布型を全てワイブル分布と考えた場合の最尤推定量を示す。三つの分
布モデルの形状パラメータ が等しくない一般的な場合は、最尤推定量を求めるのに、
ガウスラゲールの区分求積法を用いて尤度を最大化する。4.2節では、その最尤推定量
に基づいた数値結果を示す。数値結果、提案する推定方法がうまく機能することを検証
する。また、計算上の便利さを考慮して、各分布モデルの形状パラメータ が全て等し
い場合の最尤推定量を 4.3節にて示す。 
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4.1 寿命特性の推定方法 
  、  並びに  が等しくないという一般的な場合を考える。このとき、先の分布
モデルから、(2.15)式は、故障分布のパラメータ     と製品の使用走行距離分布の
パラメータ     の 計 4 つの未知パラメータを含む尤度関数となり、それらをそれ
ぞれ推定する必要がある、 
                  
また、モデル 2では T期間のデータを対象としているため、観測期間が T期間の時の尤
度関数は  
  ∏∏ 
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となる。これより、尤度は(4.3)式になり、 
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対数尤度は  
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にて与えられる。ここで、積分項  は一般に解析的に解くことはできない。本研究では、
  (
 
    
)
  
と置き、この積分に対する数値積分であるガウスラゲール求積法を用いる
ことで計算を行い、最尤法によって各パラメータの最尤推定量を求める。  
本研究では、Newton-Raphson 法を用いて、対数尤度関数(       )を最大化した。
この反復には対数尤度の一階微分と二階微分が必要となり、母数をまとめて と書けば
次のように更新を行なう。   
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)
  
  
  
 (4.5) 
これを が収束するまで繰り返す。収束条件は を  
   (
   
     
)
  
  
  
  (4.6) 
としたとき、            となるまで繰り返した。以下に Newton-Raphson法に用いる
対数尤度関数の一階微分と二階微分を示す。 
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(1) 対数尤度の 1階微分(Gradients) 
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(2)  対数尤度の 2階微分(Hessians) 
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4.2 シミュレーション 
4.2.1 提案方法のシミュレーション結果 
前節で示した推定の方法をシミュレーションにより定量的に評価・考察する。  
保証期間（および販売期間、観測期間）は 5年、それぞれの年の販売数は 1000台(5
年分合計 5000台)としてシミュレーションを 500回繰り返し、 各パラメータの推定値
の標本平均と標本分散を求めた。 表中の故障確率はそれぞれシミュレーションでの故
障モードの故障割合である。故障時間分布     の形状パラメータ  をそれぞれ 1、2、
3と設定し、尺度パラメータを     、  、  万キロと設定した。   の時、MTTF
はそれぞれ 13.3万キロ、22.2万キロ、31.0万キロである。  を固定して、  を変化
させたときのシミュレーション結果を表 4.1～4.3にて示す。 
 
表 4.1    ̸   、        を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
    1.0E+00 1.008E+00  2.387E-04  0.82  48.59%   
    1.5E+05 1.485E+05 3.444E+06 1.01 
    1.5E+00 1.380E+00 6.277E-05 8.03 
    1.0E+05 9.901E+04 5.224E+05 0.99 
    1.0E+00 1.003E+00 3.196E-04 0.33 33.84% 
    2.5E+05 2.490E+05 4.149E+07 0.40 
    1.5E+00 1.414E+00 4.196E-05 5.74 
    1.0E+05 9.943E+04 7.874E+06 0.57 
    1.0E+00 1.006E+00 3.549E-04 0.63 25.93% 
    3.5E+05 3.441E+05 .027E+07 1.69 
    1.5E+00 1.428E+00 5.219E-05 4.78 
    1.0E+05 9.531E+04 4.628E+06 4.69 
- 52 - 
 
表 4.2    ̸   、        を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
    2.0E+00  2.035E+00  9.493E-04  1.74  31.71%   
    1.5E+05 1.450E+05 4.818E+06 3.33  
    1.5E+00 1.468E+00 4.477E-05 2.15  
    1.0E+05 9.600E+04 2.068E+06 4.00  
    2.0E+00 1.978E+00 1.310E-03 1.10 25.55%   
    2.5E+05 2.424E+05 1.877E+07 3.05 
    1.5E+00 1.462E+00 1.151E-03 2.53 
    1.0E+05 9.604E+04 2.820E+06 3.96 
    2.0E+00 1.958E+00 1.316E-02 2.12 15.61%   
    3.5E+05 3.349E+05 3.378E+07 4.31 
    1.5E+00 1.422E+00 7.319E-02 5.20 
    1.0E+05 9.498E+04 1.304E+07 5.02 
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表 4.3    ̸   、       を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
    3.0E+00 3.126E+00 2.073E-03 4.21 36.54% 
    1.5E+05 1.450E+05 3.089E+05 3.33 
    1.5E+00 1.420E+00 1.705E-05 5.35 
    1.0E+05 9.500E+04 3.271E+06 5.00 
    3.0E+00 3.018E+00 3.968E-03 0.59 11.90% 
    2.5E+05 2.468E+05 1.297E+07 1.30 
    1.5E+00 1.419E+00 6.179E-05 5.37 
    1.0E+05 9.619E+04 7.942E+06 3.81 
    3.0E+00 3.058E+00 6.525E-03 1.93 9.13% 
    3.5E+05 3.399E+05 4.911E+07 2.89 
    1.5E+00 1.421E+00 7.451E-05 5.30 
    1.0E+05 9.471E+04 3.719E+06 5.29 
 
表 4.1～表 4.3の各結果より、故障時間分布     のパラメータ  、  を変更させて
シミュレーションしたとき、どのケースにおいても、得られたパラメータの推定値がそ
れぞれ真値に近いことが分かる。本モデルでは保証期間中のデータの性質上、故障デ
ータに基づく尤度関数より推定を行い、廃車情報を考慮した上での寿命特性の推定法
を提案した。その結果、推定した値は真値に近く、故障データと廃車情報で実用的な
廃車情報を考慮した寿命推定をなし得ることを示した。 
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4.2.2 従来研究との比較 
 2.1節にも説明したが、従来研究として、Alam and Suzuki (2009) は、製品の月間
走行距離の分布型が既知という条件の下で、故障データのみを用いた寿命推定法を提案
している。従来研究では廃棄を考慮していない場合の推定方法である。そこで、廃棄を
生じる製品を対象に、従来の廃棄を考慮しない場合との比較を行う。保証期間（および
販売期間、観測期間）は 5年、それぞれの年の販売数は 500台としてシミュレーション
を 500回繰り返し、故障時間分布     の形状パラメータ  は 2と設定し、尺度パラメ
ータは    、  、  万キロと設定した。 
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表 4.4 従来研究との比較結果 
     真値  従来研究： 
推定値の平均  
本研究： 
推定値の平均  
    2.0E+00  1.969E+00 2.035E+00  
    1.5E+05 1.892E+05 1.450E+05 
MTTF 1.3E+05 1.676E+05 1.285E+05 
    1.5E+00 1.582E+00 1.468E+00 
    1.0E+05 1.080E+05 0.960E+05 
    2.0E+00 1.935E+00 1.978E+00 
    2.5E+05 2.953E+05 2.424E+05 
MTTF 2.2E+05 2.619E+05 2.148E+05 
    1.5E+00 1.598E+00 1.462E+00 
    1.0E+05 1.123E+05 0.960E+05 
    2.0E+00 2.017E+00 1.958E+00 
    3.5E+05 4.202E+05 3.349E+05 
MTTF 3.1E+05 3.723E+05 3.031E+05 
    1.5E+00 1.528E+00 1.422E+00 
    1.0E+05 1.101E+05 0.950E+05 
 
表 4.4より、廃車を生じる製品に対して、廃車を考慮しない従来研究が廃棄を考慮す
る本研究と比較すると、どのパラメータ設定値でも MTTF（平均故障寿命）の推定値が
本研究の推定値より大きく、実際の寿命を長めに推定してしまうことが分かる。従来研
究では故障部品の寿命に対して過大評価してしまい、消費者危険の状況になる。本研究
で寿命を正しく推定するとによって、消費者からのクレームが少なくなることを期待で
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き、また、故障部品のストック、人員の最適化も可能となり、保全コストの削減にも繋
がると考えられる。従って、廃車を生じる製品を対象に寿命推定を行なう場合、本研究
で提案した推定方法は従来研究より正確的に寿命を推定でき、寿命評価に有用であると
考えられる。 
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4.3  が等しい場合 
4.3.1 寿命特性の推定方法 
特殊なケースとして、三つの分布モデルの が全て等しい場合について記す。この
とき、尤度関数は簡単に計算でき、最尤推定量は積分項がないシンプルな形に求めら
れる。 
2 章で示した尤度関数(2.15)式は故障分布のパラメータ    と製品の使用走行距
離分布のパラメータ    の計 3つの未知パラメータを含む尤度関数となる。 即ち、 
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となる。また、観測期間が T期間の時の尤度関数は(2.15)式より  
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形状パラメータ          の場合、(4.1)式の積分項は 
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と求まる。ここで、  (
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となる。 同じく、Newton-Raphson法を用いて、対数尤度関数(       )を最大化する。
以下に Newton-Raphson法に用いる対数尤度関数の一階微分と二階微分を示す。 
 
(1) 対数尤度の 1階微分(Gradients) 
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(2) 対数尤度の 2階微分(Hessians) 
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また、    
   
  
とおく。             は  の一階微分、                  , 
      ,      ,      は  の二階微分を示している。 
 
4.3.2 シミュレーション結果 
        が等しいとき、保証期間（および販売期間、観測期間）は 5 年、それぞ
れの年の販売数は 1000台としてシミュレーションを 1000回繰り返し、各パラメータの
推定値の標本平均と標本分散を求めた。 表中の故障確率はそれぞれシミュレーション
での故障モードの故障割合である。              万 km と変化させたときのシミュ
レーション結果を表 4.5～表 4.7に示す。      
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表 4.5            、  を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
   1.0E+00  1.001E+00  5.853E-04  0.06  18.65%   
    1.5E+05  1.501E+05  6.260E+07  0.06  
    1.5E+04  1.500E+04  3.978E+05  0.03  
   1.0E+00 1.001E+00  7.977E-04  0.09  12.21%   
    2.5E+05  2.505E+05  3.019E+08  0.19  
    1.5E+04   1.501E+04  6.098E+05  0.08  
   1.0E+00   1.001E+00  1.100E-03  0.15  9.08%   
    3.5E+05  3.507E+05  9.974E+09  0.19  
    1.5E+04   1.499E+04  8.100E+05  0.09  
 
表 4.6            、  を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
   2.0E+00  2.003E+00  2.648E-03  0.15  13.37%   
     1.5E+05  1.499E+05  2.071E+07  0.09  
    2.0E+04  1.998E+04  2.005E+05  0.09  
   2.0E+00  2.009E+00  6.646E-03  0.43  5.51%   
     2.5E+05  2.492E+05  2.281E+08  0.33  
    2.0E+04  1.997E+04  5.081E+05  0.16  
   2.0E+00  2.018E+00  1.248E-02  0.89  2.93%   
     3.5E+05  3.478E+05  1.116E+09  0.64  
    2.0E+04  1.997E+04  9.724E+05  0.17  
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表 4.7           、  を変化させたときの結果 
     真値  推定値の平均  標本分散  BIAS(%)  故障確率   
   3.0E+00  3.018E+00  1.848E-02  0.61  4.01%   
     1.5E+05  1.494E+05  4.775E+07  0.39  
    1.5E+04  1.499E+04  1.369E+05  0.09  
   3.0E+00  3.062E+00  9.803E-02  2.07  0.92%   
     2.5E+05  2.498E+05  1.462E+09  0.08  
    1.5E+04   1.498E+04  5.675E+05  0.12  
   3.0E+00  3.109E+00  3.727E-01  3.63  0.34%   
     3.5E+05  3.478E+05  1.441E+10  0.69  
    1.5E+04 1.997E+04  1.799E+06  0.91  
 
 が等しい特殊のケースにおいても、いずれの場合も高い精度で故障分布のパラメー
タ    が推定されていることがわかる。この方法では、故障確率が小さい時でもその
推定結果は真値にかなり近い値が得られている。 
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第５章  
まとめと今後の課題 
5.1 まとめ 
本研究では保証期間の延長化が進んでいる今日、時代遅れや陳腐化などによって製品
（車など）が廃棄されるため、市場での残存台数が減っていくことに注目した市場信頼
性寿命データの解析を目的とした。 
まず、モデル 1において（2.2.1節と 3章）、廃車と打ち切り情報が得られる場合、
故障時廃棄確率 を用いてモデルを構築した。着目する部品の故障が発生したときに、
製品が廃棄される確率を で表し、 を既知と仮定し、故障時間分布の最尤推定量を提案
した。この推定量は、閉じた形となり、分散も与えられた。一般的に、 の値は、通常
時間   によって変化するが、異なる時間において   の正確な値を推定することは困難、
または高額なコストがかかる。したがって、推定式を用いて故障時間分布の推定値を計
算するときに、 の一定の設定値 ̃を使用することの効果を調べた。結果として、     な
どの早期の寿命特性を推定するとき、推定の精度は ̃の値とほとんど関係ないことが判
明した。また  ̃    と  ̃   の推定値は、      の推定の上限と下限を与えた。 が未
知の場合、累積故障確率の安全側での推定を与えるゆえ、 ̃   を使用することがよい
といえる。 
次に、モデル２では、モデル１の結果、   、すなわち着目する故障が起きても廃
棄とはならないことを用いて、故障と廃車は独立と仮定し、保証期間中から得た故障デ
ータと廃車情報を用いて推定を行った（2.2.2節と 3章）。その数値結果により、提案
する推定方法がうまく機能することが分かった。さらに、廃棄が生じる製品に対して、
廃車を考慮しない先行研究 Alam and Suzuki (2009)と廃車を考慮する本研究の推定値 
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を比較検討し、本研究では先行研究より正確に寿命を推定できることを示した。 
保証期間中のデータは市場における貴重な故障データでありながら容易に得られる。
そのデータに本研究で提案した廃車分布を加えたモデルを用いることは、廃棄が生じて
いる製品に対する寿命評価に有用であると考えられる。 
 
5.2 今後に向けて 
現在では、ICT技術を利用して稼動情報をリアルタイム（あるいは経時的に）且つ自
動的に収集する“オンラインモニタリング”の活用が着目されている。鈴木・椿(2013)
は，オンラインモニタリングで得られる製品稼働状態の観測値として、〔ストレス（使
用・環境条件）－故障メカニズム－故障モード〕の三本柱に沿って，故障モードの観測
値，故障モードの代用特性の観測値，そして使用・環境条件に関する観測値の関連を検
討し、これらにより市場情報の信頼性データとしての活用を提案している。 
 廃棄が生じうる製品についてもオンラインモニタリング対象であれば、製品の使用状
況・使用頻度・廃棄情報・メンテナンス状況・環境状況・生産履歴などの詳細な情報が
得られる。また、モニタリングの期間によって、保証期間後の製品の故障情報なども得
られる。これらの情報を用いてより精度のよい推定となるように、本稿で提案したモデ
ルへの適用、またはモデルの改善を考えていきたい。 
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付録 A 式（2.1）の導出 
 
式（2.1）  
{         }   {       }  {         } (2.1) 
を導出する。 
 
導出： 
           {      }  
    {                  }    {                  }  
         {             }  
 
 の確率密度関数が    、  の確率密度関数が     、          のとき、上式は
下記のようになる。 
 
           {                  }    {                  }  
         {             }  
  ∫ ∫          
 
   
 
   
              
     ∫ ∫          
 
   
 
   
              
     ∫ ∫          
 
   
 
   
     ∫ ∫          
 
   
 
   
      
   ∫      ̅ 
 
   
           ∫     {           }
 
   
    
      ∫          
 
   
   ∫          
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   ∫      ̅ 
 
   
           ∫     { ̅      ̅    }
 
   
    
      ∫          
 
   
                  
   ∫      ̅ 
 
   
           ∫      ̅    
 
   
        ∫      ̅    
 
   
    
      ∫          
 
   
              
  ∫      ̅ 
 
   
            ̅          
      ∫          
 
   
                  
  ∫     
 
   
         ̅                       
        ̅           ̅                          
                       (A.1) 
 
式（A.1）より、式（2.1）が得られる。 
                               
                                   
⇒                                (2.1) 
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付録 B 式（2.6）の導出 
 
式（2.6）  
 ̂      
  
  ̄     
            
 
 
を導出する。 
 
導出： 
  
       
 
  
      
 
      ̄     
  ∑  ̄               
               
 
に対し、    のとき、次式が得られる。 
   
      
 
      ̄     
  ∑  ̄               
    
   
      
 
      ̄     
   ̄           
  
       ̄                  ̄             
       ̄               ̄                
⇒        
  
         ̄     
． (B.1) 
 
  ∑   
 
   であるため、    のとき、    となり、（B.1）式は 
       
  
  ̄     
 (B.2) 
となる。 
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    のとき、 
   
      
 
      ̄     
  ∑  ̄    (   )  (  )
    
 
  
      
 
      ̄     
   ̄             ̄           
 
      ̄     
  
  
   ̄           
  
   (  
  
 
)     ̄                   ̄             
       ̄               ̄            
        
 
  
⇒        
        
           ̄     
 (B.3) 
 
  ∑   
 
   より、    のとき、       となり、(B.3)式は 
 
       
        
                 ̄     
 
  
  ̄     
 (B.4) 
 
となる。 
   のときに成り立つと仮定すると、 
       
  
  ̄     
  
 
     のとき、 
    
        
 
      ̄       
  ∑  ̄      (   )  (  )
    
    
        
 
      ̄       
   ̄             ̄               ̄             ̄               
  
       
      ̄       
  
  
  
  
   
  
   ̄               
  
    (  
  
 
 
  
 
  
  
 
)       ̄                      ̄                 
      ̄                     ̄                
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⇒          
                  
             ̄       
 (B.5) 
 
  ∑   
 
   より、      のとき、                  となり、(B.5)式は、 
 
         
              
             ̄       
 
    
  ̄       
 (B.6) 
となる。 
 
帰納法により、 一般的な において、 ̂     の最尤推定量は 
 ̂      
  
  ̄     
           
となる。 
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付録 C 式（2.8）の導出 
 
式（2.8）  
 ̂      
{
  
 
  
 
∑ ̂ 
 
   
(  )               
 
 
 {  ∏     ̂      
 
   
}        
}
  
 
  
 
  
 
を導出する。 
 
導出： 
 ̂      
 ̂    
    ̂      
            (C.1) 
 
に対し、    のとき、次式が得られる。 
 ̂     ∑ ̂
 
   
     ∑ ̂ 
 
   
(  )、 (C.2) 
 
そして、     のとき、(C.1)式に を掛けて、変形すると 
    ̂        
  ̂    
    ̂      
 
    ̂    
    ̂      
            (C.3) 
 
すなわち、 
    ̂     (    ̂      ) (    ̂     )   (C.4) 
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となる。よって、 
    ̂         ̂       (C.5) 
 
を得る。従って、 
 
    ̂     (    ̂     )(    ̂     ) (    ̂     ) 
    
      ∏(    ̂     )
 
   
            
(C.6) 
 
以上より、 ̂    は次式にて与えられる、 
 ̂     
 
 
{  ∏(    ̂     )
 
   
}             (C.7) 
 
（C.2）式と（C.7）式をまとめ、式(2.8)を得る。 
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付録 D 式（2.9）の導出 
 
式（2.9） 
   ̂{ ̂    }  ∑∑   ̂
 
   
 
   
{ ̂       ̂     }            
を導出する。 
 
導出： 
 
    のとき、 
 ̂     ∑ ̂ 
 
   
      
 
(D.1) 
となり、次の式が得られる、 
   {         ̂     } 
 ∑∑ 
 
   
 
   
  {    (    ̂     )      (    ̂     )}  
                          
(D.2) 
     のとき、式（C.6）より、 
         ̂      ∑    (    ̂     )
 
   
  
                
 
(D.3) 
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となる。よって、 
   {         ̂     } 
 ∑∑ 
 
   
 
   
  {    (    ̂     )      (    ̂     )}  
                           
 
(D.4) 
となる。デルタ法（delta method）により、 
   ̂{                 }  
          
        
   ̂{   }  
 
(D.5) 
を得る。ここで、  と  は確率変数である。(D.4)式の左辺を 
 
 
(D.6) 
 
と変換し、また、(D.4)式の右辺を(D.5)式を用いて変形すると、 
 
 
 
(D.7) 
 
となる。従って、 
- 74 - 
 
 
(D.8) 
 
となり、 
 
(D.9) 
 
を得る。(D.2)式と(D.9)式をまとめ、式(2.9)が得られる。 
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付録 E 証明 
 
証明： ̂     は  の単調減少関数 
最尤推定量 ̂    ： 
 ̂     
{
 
 
 
 ∑ ̂ 
 
   
            
 
 
{  ∏ 
 
   
    ̂      }           
 
を考える。 
     のとき、上式より 
         ̂      ∑     
 
   
    ̂        
 
両辺を で微分すると、 
 ̂      
  ̂    
  
    ̂    
 ∑
 ̂       
  ̂     
  
    ̂     
 
   
  
(2.6)式の ̂      は の関数ではないため、 
  ̂     
  
     
となる。従って、 
 
 ̂      
  ̂    
  
    ̂    
 ∑
 ̂     
    ̂     
 
   
  (E.1) 
 
ここで、    
  ̂    
  
 と定義し、(E.1)式より、 
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  ̂    
  
      ̂     ∑
 ̂     
    ̂     
 
   
  ̂     
 
{
 
 
 
 
 
 
 
  ̂      
 
 
{       ̂      }       
∑{ ∏ {
 
       
    ̂     } ̂     }
 
   
  
 
 
{  ∏ 
 
   
    ̂      }       
 
 
 ̂     は  の単調減少関数を証明するには,   ̂         、 即ち    . を示せばよ
い。これを帰納法を用いて証明する。 
    と    のとき、  
                  ̂      
 
 
        ̂           
                      ̂       ̂      
 
 
        ̂           ̂        
      ̂       ̂      
 
 
   (    ̂     )        ̂       ̂       
        
 
 
   (    ̂     )  
                    ̂         
ここで、   ̂       であることに留意する。 
   のときに成り立つと仮定すると、 
   ∑ ∏  
 
       
 
   
    ̂       ̂      
 
 
   ∏ 
 
   
    ̂           
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     のとき、  
     
 ∑ ∏  
   
       
   
   
    ̂       ̂      
 
 
   ∏ 
   
   
    ̂        
      ̂        ∑ ∏  
 
       
 
   
    ̂       ̂      
  ̂       ∏ 
 
   
    ̂       
 
 
 
 
 
     ̂        ∏ 
 
   
    ̂       
      ̂        ∑ ∏  
 
       
 
   
    ̂       ̂      
 
 
 
 
 
∏ 
 
   
    ̂       
                 ∑ ∏  
 
       
 
   
    ̂       ̂      
 
 
   ∏ 
 
   
    ̂        
                    ̂       ∑ ∏  
 
       
 
   
    ̂       ̂      
                       ̂       ∑ ∏  
 
       
 
   
    ̂       ̂         
 
となる。ここで、     ,    ̂       であることに留意する。よって, すべての に
おいて、 ̂     は   の単調減少関数である。さらに、  
   
   
 
 
{  ∏ 
 
   
    ̂      }  ∑ ̂ 
 
   
       
であるため、     と     の推定量は、それぞれ、推定値の上限と下限を与えるこ
とが分かる。 
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